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 下水道事業における官民連携の動向 

 包括的民間委託とは？ 

 水の官民連携（ウォーターPPP）とは？ 

 官民連携事業の導入により何が変わるのか？ 
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H10年代後半～ 
 DBO・DB、PFI手法を用いた先行事例の増加 
 
 
 
 
H26 下水道事業における公共施設等運営事業 
    の実施に関するガイドライン 
H29 下水道事業におけるPPP/PFI手法選択の 
   ためのガイドライン（案） 
 
R3  下水道事業における公共施設等運営事業 
    の実施に関するガイドライン改正 
 
R5 下水道事業におけるPPP/PFI手法選択の 
   ためのガイドライン改正 

H12 性能発注の考え方に基づく民間委託のためのガイドライン 
 
H15 包括的民間委託導入マニュアル（案） 
 
H20 包括的民間委託等実施運営マニュアル 
 
  
 
H24 下水道管路施設の維持管理における 
   包括的民間委託の導入に関する報告書 
 
H26 下水道管路施設の管理業務における 
   包括的民間委託導入ガイドライン 
 
R2 ・下水道管路施設の管理業務における 
    包括的民間委託導入ガイドライン改正 
   ・処理場等包括的民間委託導入ガイドライン 
 
 
R6-7  下水道分野におけるウォーターPPP 
    ガイドライン（第1.0版～2.0版） 
R8  下水道分野における水の官民連携 
  （ウォーターPPP）ガイドライン（第3.0版） 

包括的民間委託の導入 

H10～ 

施設建設・改築等、コンセッション方式等の
多様なPPP/PFIの導入 

管路分野への包括的民間委託の普及促進 

水の官民連携（ウォーターPPP）の導入 

H20～ 

R5～ 
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国は公共の施設とサービスに民間の知恵と資金を活用する手法である 
PPP/PFIについて、更なる加速化を図るため、新たにウォーターPPP等の 
多様な官民連携方式の導入を示した。 
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上下水道事業については、一層の加速化を図るため令和13年度末までに 
100 として定めた。 
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特に下水道事業においては、汚水管の改築にあたる国庫補助金の要件について、 
令和9年度以降「ウォーターPPP」の導入が要件化されることが示された。 
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令和6年度には「分野横断型・広域型PPP/PFIの形成促進」が示され、 
ウォーターPPPでの他事業バンドリング検討の推進が図られることとなった。 
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下水道分野の10年ターゲット目標（R13：100件）について、令和8年度中に 
前倒して達成を目指し、目標の引き上げや国庫補助要件の制度設計見直し 
が実施されることが明記された。 
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下水道分野の10年ターゲット目標（R13：100件）について、令和8年度中に 
前倒して達成を目指し、目標の引き上げや国庫補助要件の制度設計見直し 
が実施されることが明記された。 
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その他、下水道分野「水の官民連携」ガイドライン（第4.0版）において、 
更新実施型のひな型の作成が進められることや、広域型の官民連携等が 
円滑に進められるよう検討が実施されることが明記された。 
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下水処理場やポンプ場の施設を中心に包括的民間委託が多く導入されており、 
近年、管路施設に対しても包括的民間委託の導入件数も増加傾向にある。 

下水道分野のPPP/PFI実施状況（R6.4時点、国交省調べ） 

下水道分野のPPP/PFI実施状況（R7.4時点、国交省調べ） 
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包括的民間委託とは、複数の業務を複数年（3～5年）で一括発注することに 
より、事務作業の軽減や効率化を図るものである 
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業務ごとに委託発注 

工事 

計画 

設計 

積算・発注 

積算・発注 

積算・発注 

受託・作成 

受託・作成 

受託・施工 

計画 
・ 

設計 
・ 

工事 

積算・発注 

受託 
↓ 

作成 
↓ 

施工 

まとめて委託発注（複数業務を複数年） 

これまで 包括導入の一例 
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料金収受・ 
運営権 

改築更新 

設計・積算 

更新計画案 
作成 

補修・修繕 

ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ 
調達 

運転管理 
・保守点検 

・清掃 

包括的民間委託 

管路 
処理場・ポンプ場 

レベル1 レベル2 レベル3 
更新支援型 更新支援型 

＋CM業務 更新実施型 

PFI 
ｺﾝｾｯｼｮﾝ方式 

(レベル4) 

管理・更新一体ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ方式(レベル3.5) 

維持管理 
（点検・清掃

等） 

レベル2.5 
小修繕 

水の官民連携（ウォーターPPP） パッケージ範囲 含める場合あり 

包括的民間委託には、委託レベルにより様々なパターンがある。 
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下水道事業の持続的な運営を行うため、老朽化対策、適切な維持管理等を実施
する一つの手法として、包括的民間委託を導入をする事例が増えてきている 
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・職員減少時のサービス水準の維持            
・民間事業者のノウハウ・技術の導入による業務の効率化 
・包括化による官民双方の事務作業の軽減       など 

持続可能な事業の運営のため⋯ 
老朽化施設の対策 
適切な維持管理の推進 

 
 
 
 

現在 将来 

業務量 

期待される効果 

新たに 
業務量が増加 

業務実施には、 
・人員、体制の確保 
・業務の効率化 
・資金の確保 
が求められる 
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下水処理場等を対象にした包括的民間委託のイメージは以下のとおりであり、 
仕様を定めるのではなく性能発注とすることで民間事業者に一定の裁量を 
与えているものも多い 
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レベル1   ：運転管理・保守点検 
レベル2   ：レベル１に加えて薬品等の調達 
レベル2.5：レベル２に加えて一定金額までの小修繕 
レベル3   ：レベル２に加えて計画修繕 
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下水道管路を対象にした包括的民間委託のイメージは以下のとおりであり、 
管路施設に特有の性質（埋設されていること、他工事等の外的要因による影響
を受けうることなど）から仕様発注とすることが一般的となっている 
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下水道管路を対象にした包括的民間委託では、下水道管路に係る複数の業務を 
地方公共団体の課題状況に応じてパッケージ化している事例が多い 
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地方公共団体の課題に応じて包括委託 

計画的業務 

巡視
点検 

調査 

清掃 

修繕 

問題解決業務 

不明水
対策 

悪臭
対策 

事故
対応 

住民
対応 

他工事
立会 

住民対応等業務 

 
把握 

被害状況  
防止 

二次災害 

災害対応業務 

更新 

⾧寿命化 

設計 

改築業務 計画・管理 

台帳
整理 

 
計画 

維持管理 

 
計画 

ストマネ 

巡視
点検 

調査 

清掃 

修繕 不明水
対策 

悪臭
対策 

事故
対応 

住民
対応 

他工事
立会 

台帳
整理 

業務のパッケージ（例） 

下水道管路業務 

 
計画 

ストマネ  
計画 

維持管理 更新 ⾧寿命化 設計 

 
把握 

被害状況  
防止 

二次災害 
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「水の官民連携（ウォーターPPP）」とは、上下水道・工業用水道分野における
官民連携手法の総称で従来の包括的民間委託（レベル1～3）と比較して、より
高度な官民連携を実現するものと位置付けられている 
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「管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）」は、 
➀⾧期契約（原則10年）、➁性能発注、➂維持管理と更新の一体マネジメント、
➃プロフィットシェア の4要件をすべて充足する民間委託である 

1 ⾧期契約（原則10年） 
包括的民間委託（レベル1～3）で一般的な3～5年間よりも⾧い10 年間が原則 

性能発注が原則であるが、管路は仕様発注から開始し、段階的に性能発注に移行することも可能 

2 性能発注 

3 維持管理と更新の一体マネジメント 
同一の対象施設に、維持管理と事業期間中の維持管理を踏まえた更新（改築）に関係する業務範囲
（更新計画案作成）を設定 

4 プロフィットシェア 
ライフサイクルコスト縮減の提案による費用縮減分を官民で分配するプロフィットシェアの仕組み
を導入することが必要（ただし、発動の有無は問わない） 
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「管理・更新一体マネジメント方式（レベル3.5）」は、 
レベル4に準ずる効果・メリットを期待でき、公共施設等運営権の設定を必要と
しないこと等から、レベル4よりも取り組みやすいとされている 
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企業の参画意欲向上、地方公共団体の事務負担軽減、スケールメリット
の発揮、投資効果の発現、雇用の安定、人材育成等を総合的に勘案し、
契約期間は原則として10年とする。 

原則10年によらない場合  例外時は公表情報に基づく説明が必要  

⾧期の債務負担行為を設定するに当たって、地方自治法では、行為の事項、期間、限度額を表示することとされ
ているが、期間の限度は定められていない。また、限度額については、各年度の額を記載するが、債務の性格上
これができないものは、総額の記載、文言での表示により設定することが可能である。（地方自治法施行規則予
算の調製の様式（第 14 条関係）、地方公営企業法施行規則別記第一号（第45 条関係）参照）。 

⾧期の債務負担行為を設定するに当たって、地方自治法では、行為の事項、期間、限度額を表示することとされ
ているが、期間の限度は定められていない。また、限度額については、各年度の額を記載するが、債務の性格上
これができないものは、総額の記載、文言での表示により設定することが可能である。（地方自治法施行規則予
算の調製の様式（第 14 条関係）、地方公営企業法施行規則別記第一号（第45 条関係）参照）。 
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性能発注を原則とするが、管路については、移行措置として、仕様発注から
開始し、詳細調査や更新等を実施した箇所から段階的に性能発注に移行し
ていくことも可能。 

性能規定の例 

•

•

•

 ・処理施設：処理後の水質が管理基準を満たしていること  
 
 ・ポンプ場：流入水量に応じたポンプ設備等の運転操作を行い、計画流入水量相当時において 
       要求水準を満足するよう、送水量を把握すること 
 
 ・管路施設：人員、時期、機器、方法等は受託者に委ねた上で適切に法定の保守点検 
       （下水道法施行令第5条の12）を実施すること  
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維持管理と更新を一体的に最適化するための方式として、維持管理と更新
を一体的に実施する「更新実施型」と、更新計画案の作成やコンストラク
ションマネジメント（CM）により地方公共団体の更新を支援する「更新支
援型」を基本とする。 
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事業開始後もライフサイクルコスト縮減の提案を促進するためプロフィッ
トシェアの仕組みを導入することが必要。 

 民間事業者等の入札・公募時の提案
も含め契約時に約束された計画や手
法等の変更  

  ※入札・公募時の要求水準を下回るよう 
  な変更は、入札・公募時の競争条件の 
  変更になるため想定しない。 
  
 民間事業者等の提案により生まれる

コスト縮減分を官民で分配 

プロフィットシェアの発動条件等 
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（出典）国土交通省「下水道分野における水の官民連携ガイドライン第3.0版（令和8年4月） 

各団体の負担増加を避けるため、早期の水の官民連携事業の導入検討が必要 

汚水管の新設整備、処理場の改築、緊急輸送道路・重要物流道路下の管路については
要件の対象外（≒ウォーターPPPを実施していなくても交付金は配分される） 

国は令和9年度以降の汚水管の改築に係る国費支援に関して、水の官民連携（ウォーターPPP）導入
が決定済みであることが要件化されており、令和9年度以降、汚水管路の改築に関する交付金要件を
充足するためには、交付申請までに「入札・公募の開始」が必要である。 
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包括的民間委託や水の官民連携（ウォーターPPP）を導入することで、 
複数の業務を複数年（3～5年（レベル1～3）／10年（レベル3.5））で一括発注する
ことにより、事務作業の軽減や効率化を図るものである 
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【従来】 業務ごと・毎年バラバラ 

・各契約は1年（単年度）がほとんど 
 ・自治体は業者ごと・業務ごとに契約・検査 
 ・業者間の連携が取りづらい 

 

【これから】 1本にまとめて複数年契約 

・契約は10年（レベル3.5）／3～5年（レベル1-3）で1本 
 ・自治体は1つの窓口とやりとりすればOK 
 ・複数業務の調整は受託者側で一括対応 

29 



30 

1者では全ての業務を担えないため、複数の会社がチームを組んで受託する 
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パ タ ー ン ➀  

 
共同企業体 

複数の会社が「肩を組
んで」お互い責任を持
ち合うチーム 

▼ JVの特徴 

 各社がもとの会社のまま参加 
 出資比率で責任の重さが決まる 
 地元企業が参加しやすい 
 建設業の許可を持つ企業を含める必要

あり 

例： 柏市（奥村組代表・7者JV） 

パ タ ー ン ➁  

 
特別目的会社 

事業のためだけに新し
い会社を1つつくる方式 

▼ SPCの特徴 

 事業のためだけの新会社を設立 
 責任の所在がSPC1社に集約される 
 各社は出資してSPCに人を派遣 

  ／業務を再委託 
 地元企業も出資 or 再委託先で参加可能 

例： 利府町（町内に SPC「Rifレックス」を
設立）／コンセッション案件は原則SPC 
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31 

 

契約や検査の手間が一本化されるため、自治体側の事務作業は大きく減少。 
民間側はマネジメント業務が増えるものの、⾧期契約により安心して業務に取り組める。 

 

バラバラに毎年契約 

 毎年、仕様書を作成 
  業務ごとに契約・検査 
  業者間の調整 
  突発対応を都度発注 
  検査・支払処理の繰り
返し 

B E F O R E  

1本にまとめる 

 契約は複数年で1回 
  要求水準書での監視 
  履行評価で見守り 
  窓口は1つに集約 
  政策・住民対応に注
力できる 

A F T E R  

▼ 実例：自治体側の効率的な人員体制の確保 

山元町：職員4名削減／かほく市：職員3名削減 

 

指示どおり業務遂行 

 仕様書どおりに実施 
  1年契約で短期勝負 
  業務範囲は限定的 
  工夫の余地が少ない 
  調整は自治体まかせ 

B E F O R E  

マネジメント拡大 

 統括管理（JV/SPC） 
  計画策定・実施設計 
  履行報告・モニタリング 
  ⾧期単位で投資判断 
  創意工夫の余地が大きい 

A F T E R  

▼ 民間側のメリット 
工夫で節約できたお金は プロフィットシェア 
で取り込める 
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柏市 ：職員4名分を確保 
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性能発注を導入して「やり方が任せられる」分、受託者の責任範囲が広がる 

官（自治体） 民（受託者） 官民で分担 

  仕事の中身 これまで（個別発注） レベル1～3 包括委託 レベル3.5 水の官民連携 

  下水道管路の点検・清掃等 
  処理場の運転・水質維持 民 仕様どおり 

（時期・回数等を指定） 
民 性能発注 民 性能発注 

  小さな故障の修繕 官 都度発注 民 契約内で対応 民 契約内で対応 

  将来の改築計画づくり 官 別途発注 別途発注 民 計画案を作成 

  改築工事の発注・施工 
支援型  実施型 

官 官 官 民 

  電気代・薬品代の高騰 官 再積算 スライド条項 
分担 

スライド条項 

  大規模災害の復旧      ＋  
受託者は技術支援 

      ＋  
人員・資材投入 

官 官 民 官 民 

  工夫で節約できたお金 なし 受託者努力 官民でシェア 
プロフィットシェア 

官 

分担 
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